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契  約  書 

１ 業 務 名 称 ビジネスサポートデスク運営業務 

２ 履 行 場 所 ニューデリーを中心とするインド 

３ 契 約 期 間 令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

４ 

契 約 金 額 

基本委託料 

  百万   千   円 

  ￥ ８ ５ ０ ０ ０ ０ 

実績委託料 別表記載のとおり 

うち取引に係る 

消費税及び地方 

消費税の額 

          ￥ ０ 

（注）「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第 28 条
第 1項及び第 29 条並びに地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 72 条の 82 及び第 72 条の 83
の規定により算出したもので、契約金額に 110 分の 10 を乗じて得た額である。 

５ 契約保証金  

６ 6 適用除外事項 な し 

上記の業務について、委託者（以下「甲」という。）と受託者（以下「乙」という。）は、

各々 

対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な契約を締結し、信義に

従って 

誠実にこれを履行するものとする｡ 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各１通を保有

する｡ 

 

令和７年４月１日 

 

甲       大阪市中央区本町橋２番５号 

公益財団法人大阪産業局 

理事長  立野 純三 

 

乙            
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（総則） 

第１条 甲は、デスク設置地域との経済交流に係る別表に記載の業務（以下「本件業務」という。）

を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

２ 甲及び乙は、この契約書（本件業務、業務運営計画書及び質問回答書を含む。以下同じ｡）に基

づき、日本国の法令を遵守し、この契約を誠実に履行しなければならない｡ 

３ 乙は、この契約の履行に当たっては、常に善良なる管理者の注意をもって本件業務を行わなけ

ればならない。 

４ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承認及び解除は、書面により行わなければなら

ない。 

５ この契約の履行に関して甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

７ この契約の有効期間は、契約締結日から効力を生じるものとし、乙が本件業務を完了し、かつ、

甲が第５条に定める支払いを完了した日までとする。 

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする｡ 

９ この契約から又はこの契約に関連して生ずることがある全ての紛争、論争又は意見の相違は、

一般社団法人日本商事仲裁協会の商事仲裁規則に従って仲裁により最終的に解決されるものとす

る。仲裁地は大阪（日本）とする。 

10 乙は、この契約を履行するに当たり、出向社員又は派遣社員を受け入れて本件業務を行うとき

は、別記「委託役務業務に係る出向社員等の取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（基本委託料） 

第２条 甲は、乙の本件業務の履行に対する対価として、乙に対して頭書４に定める基本委託料と

して 85万円を支払う。この金額には、乙が本件業務を遂行するための旅費、通信費、使用者の

賃金・給与・保険料その他必要経費が含まれるものとする。 

 

（実績委託料） 

第３条 甲は、前条に定める基本委託料のほか、乙の本件業務のうち別表１第２項から第５項に掲

げる具体的な業務の履行に対する対価として、別表１に記載の実績委託料を乙に対して支払う

ものとする。 

 

（支払時期） 

第４条 甲は、第２条に定める基本委託料を令和７年５月 31日までに乙に対して支払う。 

２ 乙は、前項の基本委託料について、甲が別途指定する日までに請求するものとする。 

３ 甲は、前条に定める実績委託料を、発生した業務の進捗状況に応じ、次のとおり２回に分けて、

乙に対して支払うものとする。 

(１) 令和７年４月１日から令和７年９月 30日までの実績について、乙は実績委託料を算定し、

令和７年 10 月 31 日までに甲に対して請求するものとし、甲は当該請求額を令和７年 11 月

30日までに乙に対して支払う。 

(２) 令和７年10月１日から令和８年３月31日までの実績について、乙は実績委託料を算定し、
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令和８年４月 30 日までに甲に対して請求するものとし、甲は当該請求額を令和８年５月 31

日までに乙に対して支払う。 

 

（支払方法） 

第５条 甲は、乙が指定する銀行の口座に前条で定められた支払時期までに基本委託料を支払うも

のとする。また、実績委託料が生じた場合は、同様に取り扱うものとする。なお、この支払い

に係る手数料は甲の負担とする。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第６条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、あらかじめ書面による甲の事前承認を得た場合にあっては、この限りでない。 

 

（再委託等の禁止及び誓約書の提出） 

第７条 乙は、この契約の履行について、業務の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせ

てはならない。ただし、乙が、委任し、又は請け負わせようとする受任者又は下請負人の名称、

委任し又は請け負わせる業務の内容、その他甲が必要とする事項を書面をもって甲に通知し、

甲の承認を得て業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるときは、この限りでない。 

２ 乙が前項ただし書の規定により、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるときは、次

のとおりとする。 

(１)  大阪府及び大阪市の入札参加停止措置を受けている者（ただし、民事再生法（平成11 年法

律第225 号）の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14 年法律第154 号）の

規定による更生手続開始の申立てをしたことにより入札参加停止の措置を受けたものを除く）

若しくは入札参加除外の措置を受けている者又は第23条第２項各号に該当する者を受任者又は

下請負人としてはならない。 

(２) 乙は、業務上知り得た個人情報の保護及び業務上使用したデータの適正な取扱いその他当該

第三者が遵守すべき事項を記載した誓約書を、当該第三者の全ての者に提出させなければなら

ない。 

(３) 乙は、当該第三者の行為の全てについて責任を負うものとする。 

３ 甲は、乙が、大阪府及び大阪市の入札参加除外措置を受けた者又は第22条第２項各号に該当す

る者を受任者又は下請負人としていた場合は、乙に対して、当該委任又は下請契約の解除を求め

ることができる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、乙が負うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第８条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第

57号）及び大阪府個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年大阪府条例第60号）その他

法令に定めるもののほか、業務を処理するための個人情報の取り扱いについては、別記「個人

情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（秘密の保持及び資料等転用の禁止等） 

第9条 乙は、業務を行う上で知り得た業務上の秘密を他人に漏らし、又は他の目的に利用しては

ならない。 

２ 前項の規定は、業務担当者等にも適用するものとする。 
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３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

４ 乙は、甲が提供する一切のデータ、プログラム、資料等を業務以外の用に供し、又は複製して

はならない。 

 

（業務担当者） 

第10条 甲及び乙は、本件業務の担当者を指名し、契約締結後速やかに相手方に対して通知するも

のとする。また、担当者が交替した際も、速やかにその旨を相手方に通知しなければならない。 

 

（監督職員） 

第11条 甲は、監督職員を置いたときは、その氏名を乙に通知しなければならない。その者を変更

したときも、同様とする。 

２ 前項の監督職員（以下「監督職員」という。）は、この契約に基づく甲の権限とされる事項のう

ち甲が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、本件業務に定めるところにより、次に掲げ

る権限を有する。 

(１) 甲の意図する成果を完成させるための乙又は乙の業務責任者に対する指示 

(２) この契約の履行に関する乙又は乙の業務責任者との協議 

(３) 業務の進捗の確認、本件業務の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状況の監督 

 

（報告及び検査の義務） 

第12条  乙は、契約期間終了後遅滞なく甲に対して「業務完了報告書（様式１）」（以下「報告書」

という。）を提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の報告書を受理したときは、速やかに検査を行わなければならない。 

３ 乙は、前２項にかかわらず、甲から本件業務の進捗状況、成果物について報告を求められたと

きは、14日以内に書面により甲に対して報告しなければならない。 

 

（本件業務の履行に関する必要な協議等） 

第13条 乙は、本件業務を甲が事前に定めた期間内に遂行することができない恐れが生じたときは、

直ちにその旨及び状況を甲に書面で報告することとし、その後の本件業務の遂行方法・期限の

変更等について甲と協議し、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 甲は、乙の本件業務の履行方法又は成果物の作成について、甲の要求を満たしていないと判断

する場合には、書面でその詳細を通知するものとし、乙は、当該通知に基づいて速やかに甲と協

議し、当該本件業務の履行方法又は成果物の改善に努力するものとする。 

 

（委託料の減額） 

第14条 甲は、第 12条に規定する報告を受けて、乙の本件業務遂行に不正、虚偽、その他不当な手

続があると認めるとき、又は一定の成果がないと認めるときは、甲は乙の報告後 30 日以内に

その旨を書面にて乙に通知し、第２条及び第３条に規定する基本委託料及び実績委託料を減額

することができる。 

 

（資料の提供等） 

第15条 甲は、乙が本件業務を履行するにあたり必要な資料その他必要な情報を乙に対し可能な範

囲で提供するものとし、又、適宜、乙に対して本件業務の履行に関して必要な指示を与えるも
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のとする。 

 

（成果物の帰属） 

第16条 本件業務の成果として生ずる資料、リスト、調査報告書、その他有形と無形とを問わず一

切の情報（以下総称して「成果物」という。）及びこれに関する知的財産権は、甲と乙双方に帰

属するものとする。 

２ 甲及び乙は、以下各号のいずれかに該当する場合を除き、成果物を自己の責任において自由に

利用できるものとする。 

(１) 事前の相手方の承諾なく、明示的か否かにかかわらず相手方の名を付して対外的に利用す

ること。 

(２) 事前の相手方の承諾なく、第三者との間に発生した紛争、訴訟に関して利用すること。 

 

（事故発生時の報告） 

第17条 乙は、業務の処理に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じたときは、直ちに

甲に報告し、その指示に従うものとする。 

 

（業務の内容変更等） 

第18条 甲は、必要がある場合には、乙と協議の上、業務の内容を変更し、又は業務を一時中止す

ることができる。 

 

（調査等） 

第19条 甲は、必要と認めるときは、乙に対して業務の処理状況につき調査し、又は報告を求める

ことができる。 

 

（損害賠償責任） 

第20条 乙又は乙の履行補助者の本件業務の遂行中、乙又は乙の履行補助者に生じた損害、及び乙

又は乙の履行補助者が他人に与えた損害について、当該損害が甲の責に帰する事由による場合

を除き、甲は一切その責を負わない。 

また、本件業務の遂行に関して、乙又は乙の履行補助者が故意、過失により甲に損害を与え

た場合、乙は当該損害を賠償しなければならない。 

 

（免責・改定） 

第21条 天災地変等の不可抗力事由その他乙の責に帰さない事由により、乙がこの契約上の義務に

つき履行遅滞又は履行不能に陥った場合、乙はその責を負わないものとする。 

２ 前項の場合において、甲乙双方は本件業務の内容、基本委託料及び実績委託料等について合理

的変更を行うために協議するものとする。 

３ 甲及び乙は、経済、ビジネスその他の環境の変化に伴い、この契約を合理的に変更する必要が

あると認めるときは、本件業務の内容、基本委託料及び実績委託料の他本契約で定める事項につ

いて協議し、改定することができる。 

 

（契約解除及び違約金） 

第22条 甲は乙が次の各号のいずれかに該当する場合、この契約の全部又は一部を解除することが
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できる。 

(１) この契約の条項に違反し、又は、遵守せず、甲からの是正を促す書面による通知を受け、 

14日以内に違反状態を是正することができない場合。 

(２) 義務履行の期限が到来したにもかかわらず、義務を履行せず、なおかつ甲から書面による

催促を受けたにもかかわらず、14日以内に義務の履行がない場合。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

(１) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその法人の役員又は

その支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代表するものをいう。）

又は経営に事実上参加している者が暴力団員であると認められるとき。 

(２) 役員等又は経営に事実上参加している者が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図

る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認

められるとき。 

(３) 役員等又は経営に事実上参加している者がいかなる名義をもってするかを問わず､暴力団

又は暴力団員に対して､金銭､物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。 

(４) 役員等又は経営に事実上参加している者が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき

関係を有していると認められるとき。 

(５) 第７条第１項の規定により第三者に委任し、又は請け負わせようとするときの契約その他

の契約にあたり、その相手方が第１号から第４号に規定する行為を行う者であると知りながら、

当該者と契約を締結したと認められるとき。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は、違約金として契約金額の全部又は一部

及び契約金額の100分の５に相当する額を甲の指定する期間内に納付しなければならない。 

(１) 前２項の規定によりこの契約が解除された場合。 

(２) 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務について

履行不能となった場合。 

 

（紛争の処理）  

第23条 乙は、この契約に関し、第三者との間に甲の責めに帰さない紛争が生じたときは、乙の責

任と負担においてその一切の処理をするものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第24条 この契約に定めのない事項について疑義が生じた場合は、甲及び乙は誠意をもって協議し

て、これを定めるものとする。 



  【インドデスク用】 

7 

 

 

（別記） 

委託役務業務に係る出向社員等の取扱特記事項 

  

入札等により公益財団法人大阪産業局が発注する委託役務業務を受注した者が、当該業務を履

行するに当たり、他者から出向社員等を受け入れる場合の取扱いについては、以下のとおりとす

る。 

（取扱方針） 

  以下の２点については、原則禁止とする。 

 (１)基幹社員（業務担当者等）への出向社員等の受け入れ 

 (２)公募開始日から契約締結日まで、又は出向受入時において入札参加停止措置中の者からの

出向社員等の受け入れ  

ただし、上記(２)に関して、受注業者から、業務の安全かつ確実な引継ぎ、熟練労働者の確

保、雇用の安定等のために最低限必要な出向社員等の受け入れについて、公益財団法人大阪産

業局に事前に承認願いがあれば、承認基準の全てに該当する場合は承認する。 

【承認基準】 

① 出向社員等の受入期間は最長１年間とする。 

② 受け入れる人員数は業務従事者全体の 50パーセント未満とする。 

③ 労働者派遣事業法、職業安定法等の労働法規に違反していないこと。 

（労働者の供給事業などの違法な行為を行っていないこと。） 

④ 受注業者及び出向元（派遣元）企業が親会社・子会社の関係にないこと。 

⑤ 出向元（派遣元）企業が大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除

外措置を受けている者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者でないこと。 

（用語の定義） 

(１)「受注業者」とは、競争入札等により当該業務を受注した者をいう。 

(２)「入札参加停止措置中の者」とは、次のア又はイに該当する者をいう。 

ア 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者又は同要綱別表

に掲げる措置要件に該当する者 

 イ 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けてい

る者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者 

(３)「出向社員等」とは、出向元と出向先との間で締結された出向契約により、出向先企業の業

務に従事する社員、又は派遣される社員のことをいう。 

 ただし、当該業務に係る入札公告日又は見積書依頼日の１年以上前かつ入札参加停止措置

に該当する日以前から受注業者と出向又は派遣関係が確認できる場合はこの限りでない。 

(４)「子会社」とは会社法（平成 17年法律第 86号）（以下「法」という。）第２条第３号に定め

るものをいう。また、「親会社」とは法第２条第４号に定めるものをいう。 
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（別記） 

暴力団等排除特記事項 

 

 

暴力団等の排除について 

 

(１) 乙が、本契約の履行期間中に大阪府暴力団等排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けた

ときは、甲は契約を解除することがある。 

 

(２) 乙は、入札等除外措置を受けている者に本契約の全部又は一部について下請負（二次以降の下

請負を含む。以下同じ）をさせ、若しくは受託（二次以降の受託を含む。以下同じ）させては

ならない。また、入札等除外措置を受けている者を保証人としてはならない。 

また乙は、本契約の下請負若しくは受託をさせた者（以下「下請負人等」という。）又は保証

人が契約履行期間中に入札等除外措置を受けた場合は、速やかに下請負人等との契約の解除又

は保証人の変更をしなければならない。 

 

(３) 乙は、本契約の履行にあたり、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等

の反社会的勢力から業務妨害等の不当介入又は社会通念上の不当な要求（以下「不当介入」と

いう。）を受けたときは、これを拒否し、又は下請負人等をしてこれを拒否させるとともに、速

やかに、本契約に係る甲及び監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担当課長

（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければならない。 

また乙は、下請負人等が不当介入を受けたときは、当該下請人等に対し、速やかに監督職員等

へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

 

(４) 乙は(３)に定める報告及び届出により、甲が行う調査並びに警察が行う捜査に協力しなけれ

ばならない。 

 

(５) 甲及び乙は、暴力団員等からの不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがある

ときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認め

られる措置を講じることとする。 
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 （別表１） 

甲が支払う委託料の対象となる業務 

甲からの依頼業務内容 実績委託料 

１.  甲が指定する以下の業務。 

(１)デスク業務の遂行に必要な体制の維持及びデスク運営に係る甲との連絡 

調整。 

(２)甲からの問合せに対する現地事情、経済情報及び現地企業等の情報提供。 

（実績委託料の対象案件における、発注前の事前確認等に必要な情報提供を

含む。） 

(３)甲が送付する施策、事業広報パンフレット等の配布、広報活動。 

(４)現地事情や経済情報等に関するレポート提出（文字数 600字程度／月１回 

以上）。 

(５)大阪での開催を想定しているセミナー等での講演（年２回以上）。 

※オンラインによる対応も可。 

(６)現地政府機関・団体等に対する、甲の窓口としての対応。 

(７)大阪企業等からの個別の相談に対応する相談会の実施（年１回以上）。 

※オンラインによる対応も可。 

(８)大阪への投資・誘致につながる現地企業の発掘及び情報提供。 

無（各号の業務は基本委

託料に含む） 

２. 甲が依頼する現地の各種調査、現地出張支援に関する以下の業務。 

(１) 甲が特定する業界の現地における動向に関する調査業務で、相当の作業・

期間を要し、第１項の各号に該当しない業務。 

(２) 甲が特定する商品・サービス等の現地における市場性に関する調査で、相

当の作業・期間を要し、第１項の各号に該当しない業務。 

(３) 前各号の業界、商品・サービス等についての現地における嗜好性、流行、

規制等に関する調査業務で、相当の作業・期間を要し、第１項の各号に該当

しない業務。 

(４) その他、甲が依頼する現地事情等の調査及び現地各種機関との窓口・調整

業務で、第１項の各号に該当しない業務。 

(５) 前各号の調査結果の報告。 

第(５)号に規定する報告

の件数を基準とし、

100,000 円以内／１件で

甲が乙に提示する額 

 

３.  甲が指定する各ミッション団（表敬、調査、見本市出展等）（以下「ミッショ

ン」という。）の現地における滞在、調査業務及び見本市出展業務の支援に関す

る以下の業務。 

(１) 訪問予定先とのアポイント取得（１件につき金 25,000 円を実績委託料に

加算）、連絡・調整及び問合せに対する情報提供。 

(２) 見本市主催者並びにその契約業者等との連絡・調整及び問合せに対する情

報提供。 

(３) ミッションに対する滞在日程及び現地の実情等に関する概要説明の実施。 

(４) ミッション参加企業と現地の企業又は国際見本市参加企業との商談機会の

第（１),(２),(３),(４), 

(５),(７)，(８)号の業務

につき、ミッション数を

基準とし、金 100,000円

／１団 

第(６)号の業務につき、

随行時間を基準とし、金

10,000円／半日 

（※１） 
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（※１）表中半日とは、1日の勤務時間が４時間までを半日と規定し、これを超える場合には、1時

間当たり 2,500円を加算する。また、1日の勤務の総時間数に端数が出た場合は、30分以上を

1時間とし計上するものとし、30分未満は切り捨てるものとする。 

（※２）第３項及び第４項で生じる実費は、乙又は乙の履行補助者に生じた交通費（鉄道運賃、タク

シー使用料、車借上料等）、宿泊料、日当（宿泊を伴う場合のみ）及びその他の必要な範囲の

費用。 

   但し、宿泊料及び日当は以下に定める額。 

宿 泊 料 11,600円／1泊 

日 当 3,800円／1日 

設定。 

    (５) ミッション団が実施する現地におけるセミナー等への集客業務。 

(６) 甲が乙に対して依頼した場合のミッションへの随行。 

(７) 上記(４),(５)号の業務に係る運営の支援。 

(８) 前各号の業務に関する甲との連絡・調整、その他前各号の業務に付帯する

業務。 

左記業務により生じる

実費等については（※

２）によるものとする 

４.  甲が指定する者の現地における滞在の支援に関する以下の業務。 

(１) 訪問予定先とのアポイント取得、連絡・調整及び問合せに対する情報提供。 

 (２) 甲が指定する者に対する現地の実情等に関する概要説明の実施。 

(３) 現地滞在における甲が指定する者の活動に対する助言・情報提供。 

(４) 甲が乙に対して依頼した場合の甲が指定する者への随行。 

(５) 前各号の業務に関する甲との連絡・調整、その他前各号の業務に付帯する

業務。 

 

第(１)，(５)号の業務

につき、アポイントの

件数を基準とし、 

金 10,000円／１件 

第(２),(３)号の業務

につき、出張者の組数

を基準とし、金 10,000

円／１組 

第(４)号の業務につ

き、随行時間を基準と

し、金 10,000円／半日 

（※１） 

左記業務により生じる

実費等は（※２）による

ものとする 

５. 甲が依頼する現地企業等の情報提供に関する以下の業務。 

(１)甲のリストアップ依頼内容に該当する現地企業や現地代理店等（いずれも

日系含む）を調査し、周辺情報やデスクの知見等に基づき 10社程度のリスト

（指定様式。以下の「リスト標準項目」を記載。）を作成・提供。 

【リスト標準項目】 

会社名、代表者、業種、住所、連絡先（電話、Ｅ-mail）、事業内容、主な取

扱製品、主要販売先（国内、国外等）、ＵＲＬ、コンタクトパーソンの所属、

役職、氏名、連絡先（電話、E-mail）、対応言語、日系企業との取引経験の有

無 

(２) 前号の業務に必要な甲との連絡・調整、収入事務に関する業務。 

第(１)号に規定するリ

スト数を基準とし、金

30,000円／１件 
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（別表２） 

大阪企業等が依頼し、その費用を支払う対象となる業務（※１） 

大阪企業等からの依頼業務内容 単価 

１. 大阪企業等が依頼する各種調査に関する以下の業務。 

  (１)市場動向（業界の最新動向、現地企業や日系企業の事業活動状況、現地での

商品販売の有無、現地ニーズ、小売り価格等）、貿易実務（輸出入に関する

規制の確認等）、現地投資環境等に関する調査及び報告書（Ａ４版１枚 

2,000字程度）の作成あるいは大阪企業等に対する現地でのブリーフィング

（1時間程度）を行う。 

    (２)前号の業務に関する甲及び大阪企業等との連絡・調整、収入事務に関する業

務。 

第(１)号に規定する報

告書の件数を基準と

し、金 20,000円／１件 

 

２. 大阪企業等が依頼する取引先候補企業の情報提供に関する以下の業務。 

(１)大阪企業等の取引先候補リストアップ依頼に対し、依頼内容に関心を示しそ

うな現地企業や現地代理店等（いずれも日系含む）を調査し、周辺情報やデ

スクの知見等に基づき 10社程度の取引先候補リスト（指定様式。以下の「リ

スト標準項目」を記載。）を作成・提供。 

【リスト標準項目】 

会社名、代表者、業種、住所、連絡先（電話、Ｅ-mail）、事業内容、 

主な取扱製品、主要販売先（国内、国外等）、ＵＲＬ、コンタクトパーソンの

所属、役職、氏名、連絡先（電話、E-mail）、対応言語、日系企業との取引経

験の有無 

(２) 前号の業務に必要な甲及び大阪企業等との連絡・調整、収入事務に関する

業務。 

第(１)号に規定する取

引先候補リスト数を基

準とし、金 30,000円／

１件 

 

３.  大阪企業等からの出張者の現地における滞在支援に関する以下の業務。 

(１) 出張者に対する滞在日程及び現地事情等に関する概要説明の実施。 

(２) 大阪企業等が依頼した場合の出張者への随行。 

(３) 前各号の業務に関する甲及び大阪企業等との連絡・調整、収入事務、その

他前各号の業務に付帯する業務。 

第(１),(３)号の業務

につき、出張者の組数

を基準とし、金 25,000

円／1組 

第(２)号の業務につ

き、随行時間を基準と

し、金 10,000円／半日 

（※２） 

左記業務により生じる

実費等については(※

３)による額 
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（※１）上記業務の依頼に先立ち、大阪企業等からの要望があれば、甲・乙・大阪企業等の３者に

よる打合せを実施するものとする。（オンライン可） 

（※２）表中半日とは、１日の勤務時間が４時間までを半日と規定し、これを超える場合には、１

時間当たり 2,500円を加算する。また、１日の勤務の総時間数に端数が出た場合は、30分以

上を１時間とし計上するものとし、30分未満は切り捨てるものとする。 

（※３）第３、第４及び第５項で生じる実費は、乙又は乙の履行補助者に生じた交通費（鉄道運賃、

タクシー使用料、車借上料等）、宿泊料及びその他必要な範囲の費用。ただし、インターネッ

ト通信費及び TV 会議システムの利用料を除く。 

（※４）面談時間が１時間未満の場合は、１時間に切り上げる。１時間を超える分については、30

分まで 1,250円を加算。30分を超える場合は１時間に切り上げて加算。２時間を超える場合

も同様。（例：１時間 30分…3,750円、１時間 40分…5,000円） 

４. 大阪企業等が行う商談支援に関する以下の業務。（オンライン対応含む） 

(１)商談設定のための現地企業等のアポイント取得、連絡調整及び問合せ窓口対

応。（対象となる現地企業等は、原則として上記第２項の業務で提示された

企業等とする。） 

(２)１時間程度の商談前ブリーフィング（商談相手先企業情報や市場概況等の提

供）。 

(３)商談内での進行支援。 

(４)商談における通訳の手配（大阪企業等が希望する場合のみ）。 

(５)現地企業等への視察を大阪企業等に代わって行い、現地の写真や動画等を撮

影し、オンライン面談で大阪企業等に情報提供を行う業務（大阪企業等が希

望する場合のみ）。 

    (６)前各号の業務に関する甲及び大阪企業等との連絡調整、収入事務、その他前 

各号に付帯する業務。 

第(１),(２)，(６)号の

業務につき、アポイン

ト件数を基準とし、金

10,000円／１件 

※商談を設定できなか

った場合、上記費用の

請求はできない。 

第(３)号の業務につ

き、金 2,500 円／１時

間（※４） 

第(４),(５)号の業務

により生じる実費等に

ついては(※３)による

額 

５. 日本から派遣されるミッション団が行う表敬訪問、調査、見本市出展等の業務

及びその滞在全般に関する以下の業務。 

 (１) ミッション団及びその関係者等が現地を訪問し、各種業務を行うにあた

っての随行、移動手段等の手配、訪問予定先との連絡・調整、現地でのブリ

ーフィング、その他必要とされる業務。 

(２) 前号の業務に関する甲及び大阪企業等との連絡・調整、その他報告に関す

る業務。 

 

左記について、事前の

調整・手配等の業務は

訪問団数及び出張者の

組 数 を 基 準 と し 、 

100,000円／1団・組以

内で甲が乙に提示する

額 

随行については、随行

時間を基準とし、金

10,000円／半日（※２） 

左記業務により生じる

実費等については（※

３）による額 
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個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければなら

ない。 

 

（責任体制の整備） 

第２条 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維

持しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第３条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせてはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

（教育の実施） 

第４条 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、その他本委託業務の

適切な履行に必要な教育及び研修を、実施しなければならない。 

 

（個人情報の適正管理） 

第５条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。なお、講じ

るべき措置における留意すべき点は次のとおり。 

（１）個人情報の利用者、作業場所及び保管場所の限定 

（２）施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室での個人情報の保管 

（３）定められた場所からの個人情報の持ち出しの禁止 

（４）個人情報を電子データで持ち出す場合の、電子データの暗号化処理等の保護措置 

（５）個人情報を移送する場合の、移送時の体制の明確化 

（６）個人情報を電子データで保管する場合の、当該データが記録された媒体及びそのバック

アップの保管状況に係る確認及び点検 

（７）私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んでの個人情報を扱う作業の

禁止 

（８）個人情報を利用する作業を行うパソコンへの業務に関係のないアプリケーションのイン

ストールの禁止 

（９）その他、委託の内容に応じて、個人情報保護のための必要な措置 

（10）上記項目の従事者への周知 

 

（収集の制限） 
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第６条 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、事務の目的を達

成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第７条 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を

契約の目的以外の目的のために利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 

（複写、複製の禁止） 

第８条 乙は、甲の承諾がある場合を除き、この契約による事務を行うために甲から引き渡さ

れた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

（廃棄） 

第９条 乙は、この契約の事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなっ

たときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。 

 

（調査及び報告） 

第10条 甲は、乙が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の管理の状況につ

いて、定期に及び必要に応じ随時に調査することができる。 

２ 乙は、甲の求めに応じて、前項の状況について、報告をしなければならない。 

 

（事故発生時における報告） 

第11条 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（契約の解除） 

第12条 甲は、乙が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、この契約による業務の全部

又は一部を解除することができるものとする。 

 

（損害賠償） 

第 13条 乙は、本特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲が損害を被った場

合には、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


